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　本稿の各執筆箇所の文責は，第 1 章が新矢麻紀子，第 2 章が山田泉，第 3 章が窪誠，第






























　調査は，2010年 9 月11日（土）から15日（水）（調査者のうち 3 人は14日， 1 人は16日）
までの日程で，ソウル市内の 6 機関（NPO 1 団体，新聞社 3 社，学会１団体，国家機関 1
機関）及び個人 1 名を訪ねた。調査者側としては，研究代表者 1 名，研究分担者 3 名，研








































　（午後 0 時30分 ～ 4 時30分）4時間
　Moon, Jong-Seok代表から，団体設立から現在までの変遷や活動理念，運営方法とその
































　（午後 2 時 ～ 4 時30分）2時間30分













日　時：2010年 9 月14日（火）　午後 2 時～ 4 時30分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・大谷晋也・春原憲一郎・三登由利子・永井慧子・尹チョジャ・
朴海淑（通訳）・窪誠（報告者）
協力者：Shon, Sim Kil（国家人権委員会事務総長）・Kim, Yoon Taik（広報協力課）・






































































び勧告をできることが特徴である1）。例として，委員会が，2010年 9 月 8 日，女性家族部（聞
き取り記録ママ。以下同様）に対しておこなった，移住女性についての意見表明の例を挙
１）　 （報告者注）韓国国家人権委員会法の条文は，「韓国 Web 六法」のサイト（http://www.


















































という，時間の問題もある。たとえば，改善までに， 4 ， 5 年かかる場合もある。
　Ｊ：外国人に関する陳情はどれくらいあるのか。




































































　常勤が 8 名いて，一事業あたり 1 ～ 2 名の常勤が対応している。各事業に約20名のボラ
２） （報告者注）2007 年 8 月 10 日，国連人種差別撤廃委員会における韓国国家報告書審議にお








































































































































































































































































































































































































の言葉を直接理解したいという人が増えた。 2 番目は海外同胞の継承語教育のため。 3 つ
目は，単純に韓国の文化や生活などを知りたいという人たち。最近はアジアが多いが，韓
流ブームの影響はヨーロッパにも広がっている。これからは学習者のタイプも広がってく
ると予想される。
　Ｊ：ビジネスは？
　Ｋ：もちろんそれもある。学校の中では観光韓国語とかビジネス韓国語などの授業もあ
る。1988年のソウルオリンピック，2002年のワールドカップ開催などによってビジネスニー
ズなども高まってきている。
　Ｊ：今お書きの論文の趣旨に賛成である。日本語に訳されることを祈っている。読んで
みたい。
　Ｋ：ぜひ翻訳してもらいたい。知り合いの日本人に頼むこともできるが…。
　Ｊ：安定した雇用・収入のある韓国語教師を作るには，語学教育に予算を割くことがで
きなければ難しいと思うが，どのようにお考えか。
　Ｋ：予算の話は直接には論文に書いていない。韓国語教育に関する問題点を認識し，理
解を深めてもらいたいというのが趣旨。政府機関でもその重要性には気づいていると思わ
れるので，将来的なビジョンを提示した。
　Ｊ：韓国語教師の養成・派遣はどこでやっているか。
　Ｋ：やっているのかもしれないが，情報は持っていない。2002年度にはヨーロッパ 3 か
国で訪問研修をしようとしたが，予算が取れなかった。力を持っているとすれば国立国語
院だと思う。
　Ｊ：ハングル使用の統一について，国立国語院では行っていないのか。
　Ｋ：双方でやっている。ここでもさまざまな相談に応じているし，国立国語院では各地
で国語相談所をやっている。民間団体でありながら，1930年ごろから1988年まではハング
ル学会が正書法を担ってきた。それ以降，政府機関である国立国語院で担当することになっ
た。国語の無政府状態だった部分をこの団体が担ってきたと考えればよい。
　Ｊ：韓国語教授法について。
　Ｋ：話す・聞く・読む・書くの四技能があるが，その 4 つに分けて発音や語彙力，文法
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などの教育評価をやっている。ここに研修に来る人は現場で韓国語を教えている人たちば
かりで，ベテラン教師も多い。したがって，それぞれを助けるという側面が強い。ただし，
来る人のレベルはばらばら。一般的な講義を行い，ワークショップをやり，質問を受けつ
ける。
　研修プログラムの中には教育実習の時間があるが，教室を訪問して現場を参観すること
もあるし，模擬授業をやったりもする。その後，ディスカッションとフィードバックを行う。
　Ｊ：参加する人たちの個人負担は？
　Ｋ：渡航費・宿泊費・研修費すべてが無料なので，基本的には個人負担はない。
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